
▼環境保全対策
○（仮称）東部一般廃棄物最終処分場
　整備事業　　　　　 ６億2,333万円

○地下水資源調査解析事業
　　　　　　　　　　　　 3,248万円
○住宅用太陽光発電システム導入促進
　事業　　　　　　　　　 1,786万円
○浄化槽設置整備事業
　　　　　　　　　　 １億3,509万円

▼子育て支援
○子ども手当支給事業
　　　　　　　　　　 20億2,175万円
○乳幼児医療費助成事業
　　　　　　　　　　 ２億4,302万円
○放課後児童健全育成事業
　　　　　　　　　　 １億2,263万円
○放課後子ども教室推進事業
　　　　　　　　　　　　　 440万円

▼福祉の充実
○福祉基金事業　　　　　 8,690万円
○障害児支援員配置事業
　　　　　　　　　　 １億5,455万円

▼保健・医療の充実
○女性特有のがん検診推進事業
　　　　　　　　　　　　 1,022万円
○特定不妊治療費助成事業　 250万円

▼健康づくり・体育の振興
○石鎚山系元気ウォーキング大会開催
　事業　　　　　　　　　　 473万円

○高地運動指導事業　　　　 141万円
○次世代育成支援スポーツ事業
　　　　　　　　　　　　 1,024万円

▼雇用対策
○ふるさと雇用再生事業
　　　　　　　　　　 １億9,052万円
○緊急雇用創出事業　　　 7,979万円
○就業機会創出事業　　　　　65万円
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病院事業 ９億３,０５７万円
水道事業
企 業 会 計 名 当 初 予 算 額

特 別 会 計 名 当 初 予 算 額

１４億４,８８０万円

壬生川財産区 ３３７万円
庄内財産区 ５６７万円
畑地かん水事業 ２,７１１万円

１,７３１万円
本谷温泉事業 ２,９５２万円
小松地域交流事業 ２億４,０７７万円
土地開発事業 ４２６万円

１億７,８０１万円
港湾上屋事業 ５６５万円

公共下水道事業 ３４億９,３３１万円
小規模下水道事業 ６,４１２万円

簡易水道事業 １億３,８４０万円
介護保険 ９５億８,４６７万円
老人保健 ８３１万円
国民健康保険 １２８億６,１３１万円

後期高齢者医療保険 １２億７,８８８万円

一般会計　　３７２億９,０００万円　前年度比 4.0％増

特別会計　　２７９億４,０６７万円　前年度比 0.8％減

企業会計　　　２３億７,９３７万円　前年度比52.8％減

特別会計の
内訳

企業会計の
内訳

土木費　8.0％　　　　　
２９億６,１５９万円

衛生費　9.7％　　　　　
３６億１７６万円

教育費　8.3％　　　　　
３１億１６万円

総務費　11.6％　　　　　
４３億１,１６１万円

市税　40.6％　　　　　　
１５１億３,８４８万円 民生費　37.5％　　　　　

１３９億８,９００万円

公債費　13.5％　　　　　
５０億３,５０７万円

地方交付税　21.2％　　　
７８億８,６８２万円

諸収入　3.0％　　　　
１１億２,３６８万円

消防費　3.6％　　　　
１３億３,８６５万円

分担金・負担金　2.8％
１０億３,６９９万円

繰入金　1.9％　　　　
７億１,０３１万円

地方消費税交付金　2.4％
９億円

国庫支出金　11.1％　　　
４１億２,３７６万円

県支出金　7.1％　　　　
２６億５,５０１万円

市債　6.1％　　　　　　
２２億９,２８０万円

▼新規産業の創造と産業の振興
○企業立地促進奨励金
　　　　　　　　　　 ３億3,456万円
○地域産業活性化推進事業　 565万円
○食品加工流通コンビナート構想研究
　開発事業　　　　　　　 1,376万円

○「水と食」調査研究（地域資源活用
　コーディネート）事業　　 307万円
○合宿都市構想推進事業　　 138万円

▼産学官連携の促進
○フィールド大学構想事業　 321万円

その他　0.7％　　　　
２億５,６５３万円

地方特例交付金　0.5％
１億８,７００万円

地方譲与税　1.1％　　
４億１,１００万円

使用料・手数料　1.5％
５億６,７６２万円

その他　0.9％　　　　
３億５,８６５万円

労働費　1.3％　　　　
４億８,８１３万円

商工費　3.3％　　　　
１２億３,６４３万円

農林水産業費　2.3％　
８億６,８９５万円

▼ 一般会計３７２億９,０００万円の内訳 ▼
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ひうち地域振興整備事業

住宅新築資金等貸付事業

▼農林水産業の振興
○団体営基盤整備促進事業（神戸西部
　地区）　　　　　　　　 3,683万円
○農村環境保全向上活動支援事業費補
　助金　　　　　　　　　 8,678万円
○河原津漁港整備事業　　 4,297万円

▼市民安全・防災対策の推進
○高齢者交通安全教室開催事業
　　　　　　　　　　　　　 128万円
○過疎地防災情報モニター設置事業
　　　　　　　　　　　　　　56万円
○地域防災計画策定事業　 2,373万円

▼市営住宅の整備
○（仮称）宝来団地整備事業
　　　　　　　　　　 ２億2,422万円

▼歴史文化の振興
○八堂山遺跡復元住居等全面修復事業
　　　　　　　　　　　　　 560万円
○永納山城跡発掘調査事業
　　　　　　　　　　　　 1,051万円

▼地域医療への支援
○医療法人出資金　　 １億8,000万円

▼病院事業会計に対する財政支援
○病院事業会計財源不足補てん
　　　　　　　　　　 ６億2,380万円
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